
4 女子教育の複合的効果



女子教育の利点は以前から立証されている。し
かし、女子教育がなぜ国際開発コミュニティにと
ってもっとも緊急な課題なのか、女子教育がミレ
ニアム開発目標達成のための国際的努力をどのよ
うに進めうるかという点について、新たな理解も
なされるようになった。

女子教育は、人間開発が直面するもっとも根本
的な課題の多くと闘ううえで、もっとも効果的な
手段である。教育は、災害後や武力紛争時の非常
事態でもきわめて重要であり、女子と男子の生活
の安定に寄与するとともに、家族が癒しを得て前
向きになることにも役立つ。コミュニティにとっ
て、教育を修了する機会を女子に提供するための
戦略は、すべての者に利益をもたらすものなので
ある。

子どもが最善の形で人生のスタートを切
れるようにする

世界中の教育制度は、政府が子どもの乳幼児期
への投資を怠ったため、高い代償を払ってきた。
世界中の保健制度が、予防に投資するのではなく
疾病・病気の治療に必死になってきたのと同じよ
うに、教員や教育専門家は、非識字、不登校、成
績の悪さと格闘しながら、終わることのないいた
ちごっこを演じている。子どもが生まれて最初の
数年間に充分な関心が向けられていれば、これら
の問題は相当に少なくなっていたはずである。

子どもの幼少期がないがしろにされているのは、
けっして教育に限られた話ではない。ユニセフの
経験では、幼い子どもの生存と成長、発達は相互
依存的な目標であり、すべての人が幅広いサービ
スにアクセスできるようになって初めて達成可能
である。たとえば、ヨード欠乏症や貧血の予防は
子どもの健康状態・栄養状態の改善につながると
ともに、ひいては幼少期の脳の発達を保護するこ
とにもつながる。暴力や虐待から子どもを保護す
るための努力は、幼少期の健全な認知的発達を確
保するものでもある。女性のエンパワーメントと
健康と充分な教育を確保することは、それ自体よ
いことであると同時に、子どもの福祉に劇的かつ
前向きな影響を及ぼしうる。女性が病気がちであ
ったり、空腹であったり、抑圧されたりしていれ
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アゼルバイジャ

ンの避難民キャ

ンプで、戦争の

傷跡が残るアン

ゴラの諸州で、

そしてラオスの

教室で、研修を

受けた教師たち

は子どもたちの

発達とその国の

発展に貢献して

いる。
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ば、子どもを適切に育てる可能性は小さいからで
ある。

学習は生まれたときから始まることがわかっ
ている。ということは、赤ん坊と親または養育
者との間にしっかりした絆と打てば響くような
相互作用があれば、学習を促進できるというこ
とである。加えて、子どもが健康的に発達でき
るかどうかは、家庭を超えた場所での相互作用
にかかっている。調査研究の示唆するところに
よれば、家庭外のケアの体制が整っていること
は、子どもが学校に行く準備をするうえでとく
に重要である。ネパールの子どもたちを対象と
した最近の調査では、非公式な就学前施設に通
っていた子どもの90％を超える子どもが小学校
に入学したのに対し、それ以外の子どもの就学
率は約70％に留まった。一層示唆的なのは、前
者の子どもの80％は２年生になってもまだ学校
に通っていたのに対し、就学前のケアを受けな

かったグループではその割合がわずか40％前後
でしかなかったということである（53）。

学校に行くというリズム

ネパールで行なわれた同調査によれば、就学前
教育から利益を受ける度合いは女子のほうが男子
よりもはるかに高い。非公式な就学前のケアを経
験した女子の場合、初等教育就学率は100％であ
り、そのうち85％が２年生になってもまだ通学
していた。女子がとくに就学前プログラムから利
益を受けやすいのには、多くの理由が考えられ
る。これらの利益には、自尊心の育成や、家族の
期待の向上が含まれる。しかし、ほとんど認識さ
れることのない理由としては、このプログラムを
通じて、幼い女子の生活のなかで学校に行くとい
うリズムが確立されることが挙げられる。開発途
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希望に満ちあふれた教師
教科書を抱え、赤ん坊を背負った

ドロレス・ジャンバ（18歳）は、都
会風の、明るいオレンジ色の服に身
を包んだアンゴラの未来である。学
生であり、母親であり、今では教師
も務めるドロレスは、新しく研修を
受けた約4,000人のアンゴラ国民の
ひとりとして、教育に復帰する原動
力となる。2002年３月までアンゴラ
を打ちのめした長期の内戦により、
教育制度はがたがたになり、100万
人の子どもたちが初等教育を受けら
れないままであった。

その後、2003年２月、アンゴラ史
上最大の教育キャンペーンである
「バック・トゥ・スクール（学校に
戻ろう）」キャンペーンが開始され
た。この地方当局とユニセフの共同
事業により、25万人の子どもが学校
に通うようになった。最初に集中的
キャンペーンの対象とされたのは、
戦争中にとりわけ被害の大きかった

ビエ州とマランジェ州である。

「学校に戻ろう」キャンペーンは、
アンゴラ政府の大きな方向転換を象
徴している。政府はこれまで、初等
教育の完全普及は全国にきちんとし
た教室が建設され、充分な人数の教
師が万全の研修を受けて資格を取得
するまで待たなければならないとい
う立場だった。「学校に戻ろう」キ
ャンペーンは、対照的に、教師を促
成養成し、時間をかけて質を向上さ
せていこうとするものである。2003
年２月を皮切りにユニセフは5,000
人の教師の緊急養成を実施した。今
年行なわれた3週間の養成に続いて、
来年にも再研修が実施される予定で
ある。けっして充分な研修とは言え
ないものの、ドロレスは、自分にも
仕事ができると自信を持っている。

「今は、子どもを学校に戻すのが一
番重要だと思う」とドロレス。４カ

月の娘は背中で眠っている。「一番
よかった先生がどんなふうにしてい
たかは覚えてるし、いつも新しい教
育方法を勉強してます」。それにし
ても、仕事の初日、活気にあふれた
50人の子どもたちの教室に立ったと
きに彼女はどうするのだろうか。
「ほとんどの子どもたちは学校に来
られてすごく興奮してるし、喜んで
るから、教えるのもすごく簡単なは
ず」と彼女は言う。「でも今週は、
クラスに乱暴な子がひとりいたとき
にどうしたらいいかも勉強しまし
た」

ドロレスの家はクンヒンガにあ
り、ビエ州の州都、クイトから約30
キロ北方である。道幅が広く、親切
な村人の多いクンヒンガは快適なと
ころで、果物、穀物、中古の靴を売
る市場ができている。教科書や筆記
用具も売っているものの、これまで
は生きるか学ぶかどちらかひとつで

上国のほとんどのコミュニティ、とくに農村部
では、女子は非常に幼い時期から、単純な家事
と、ちょっとしたお金を稼ぐための仕事をする
ようになる。これらの仕事はそのうち日課とな
り、子どもの生活のなかで毎日のリズムが確立
されるのである。やがてこれらの仕事が子ども
の１日の大部分を占めるようになる。そうなっ
てしまうと、学校に行くことを日課に組みこむ
のは困難になるのである。

しかし、コミュニティを基盤としたケアに参加
することによってそれとは違ったリズムが確立さ
れ、特定の時間に毎日学校に通うことが、それほ
ど慣れない面倒な行為ではなくなる。祖父母のど
ちらかと１日に数時間を過ごすというだけでさえ、
女子の生活のなかで将来学校に行くリズムをつく
るのに役に立つのである。

乳幼児ケアプログラムは、若い母親にとっても

その娘にとってもきわめて重要な意味をもつ。母
親が育児の責任から解放されるためだけではない。
旧ユーゴスラビア・マケドニアでアルバニア系の
母親たち（その多くは難民）を対象として実施さ
れているプログラムは、参加者の親としてのスキ
ルを向上させ、子どもの身体的・情緒的・認知的
発達を支えられるようにすることに成功した。同
プログラムは、女性たちに対し、子どもにもっと
読み聞かせと話しかけをすること、探索型の遊び
と学習を奨励している。このようなとりくみは、
女性たちが、親としての自分の責任と、子どもの
発達に関して自分たちが果たすきわめて重要な役
割を認識する助けとなる（54）。アルバニアでは、ク
リスチャン・チルドレンズ基金が運営する「母子
の庭」コミュニティ・プロジェクトが、仕事がな
く家で孤立していた少女たちの動員に成功した。
少女たちは、ボランティアで、就学前の子どもを
世話し、楽しませ、教育の手伝いをするのである。
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HIV／エイズとの闘い

毎年500万人を超える人々が新たにHIV／エイズ
に感染している。数世代にわたって苦労しながら
積み重ねられてきた人間開発の成果は、最悪の影
響を受けている国々では数年間で無に帰してしま
った。たとえばボツワナでは、HIV感染水準の上
昇により、平均余命が60歳（1990年）から39歳
（2001年）に急落している（55）。そして、予防のた
めの世界的努力が拡大されないかぎり、2002年か
ら2010年にかけて低所得・中所得諸国126カ国の
4,500万人が感染する見込みである。（56）

HIV／エイズ予防ワクチンが存在しない以上、
社会にとって教育が最大の防御となる。若者がもっ
と教育を受け、スキルを高めるほど、感染から身
を守れる可能性は高まる。また、学校に通う若者
は、リスクの高い状況に身を置く時間が少なくな
る。そして、伝統的に教育の利点を享受しにくい

立場に置かれてきた女子は、教育によって得られ
る保護を、男子よりも一層必要としているのであ
る。

最近の研究により、教育程度の高い人々のほう
が感染率も低いことが確認されている。ザンビア
で15～19歳の年齢層を対象として行なわれた研究
によれば、教育程度が中・高水準にある者の間で
はHIV感染率が目立って下降していたが、それよ
りも教育程度が低い者の間では上昇していた（57）。
ザンビアでは、1990年代、教育を受けた女性の間
ではHIV感染率がほぼ半減したものの、正式な学
校教育を受けていない女性の間ではほとんど減少
が見られなかった（58）。アフリカの17カ国およびラ
テンアメリカの４カ国を対象として実施された研
究では、教育程度の高い女子のほうが初交年齢が
遅くなる傾向にあり、またパートナーにコンドー
ムの使用を求める可能性も高いことがわかってい
る（59）。

あり、家族は当然のことながら食べ
物のほうを選んでいた。けれども
「学校へ戻ろう」キャンペーン月間の
ときは、学校に戻るアンゴラの子ども
たちに、教科書、筆記用具、カバン、
消しゴムなどが入ったユニセフ教育キ
ットが配られた。「２月のクリスマス
だよ」とほほえむルチアナ（８歳）も、
初めて学校を経験しようとしている子
どもたちのひとりである。

平和という機会がやってきたこと
により、アンゴラの人々は教育に対
する意欲を示すようになった。27年間
の内戦が終わったとき、クンヒンガ
郡に残っていた学校はわずか21校にす
ぎなかった。翌年、市民らは地元の
資材とユニセフの支援により新しい
学校41校を建設した。万人のための教
育に向けた新しい動きに対する親た
ちの熱意は、学校にいくためのすべ
ての費用が廃止されたことで、はか
りしれないほど高まった。

ドミンゴス・カインブカも、クン
ヒンガで養成された教師のひとりで
ある。背が高く、自信にあふれ、お
どけた風情の彼はこう語る。「この
研修はとても重要だと思う。だって、
アンゴラで新しい教育の時代が始ま

るってことだからね。僕は、アンゴ
ラ人の新しい世代が成長していく手
助けをしたい。たとえば、今日の午
前中には、優等生ともっと手のかか
る生徒を一緒にさせることがどう
して大切かというのを学んだばか
りなんだ。こういうことを知れて
嬉しいよ」

ドミンゴスも、ドロレスも、そし

て彼らとともに研修を受けた教師た
ちも、チャンスを両手でしっかりと
つかんだらしい。ビエ州とマランジ
ェ州で「学校に戻ろう」キャンペー
ンが成功を収めたので、アンゴラ政
府は2004年にそれを全国展開するつ
もりである。4,000万ドルの予算を
組んでさらに２万9,000人の教師の
研修資金を確保するとともに、第１
学年から第４学年に在籍する子ども

48 女子教育の複合的効果

©
 U

N
IC

E
F/

H
Q

95
-0

41
7/

D
av

id
 B

ar
b

o
u

r



学校を基盤としたHIV／エイズ予防のなかでも
最善のものは、主流のカリキュラムの中核に位置
づけられた包括的なライフスキル・プログラムの
一環としてこの問題を取り扱うものである。そこ
では、若者たちに対し、HIVと感染拡大を予防す
るためにできることに関する情報が、ジェンダー
に寄り添った形で提供される。若者たちは、状況
を批判的に分析し、ジェンダーに基づく固定観念
に異議を申し立て、効果的にコミュニケーション
し、責任ある決定ができるよう研修を受ける。こ
のようなスキルは、健康的な選択をし、マイナス
の圧力に抵抗し、リスクの高い行動を回避する若
者たちの力を高めるものである（60）。このことは、
セックスのときに男子よりも容易にHIVに感染し
やすい女子にとって、とくに重要となる。

ライフスキル・プログラムには、健康、衛生、
栄養についての授業も繰みこまれている。栄養状
態が悪く、また安全な水や衛生設備へのアクセス

が限られていると、免疫システムが損なわれ、
HIV／エイズその他の病気にかかりやすくなるた
めである（61）。加えて、学校では、自発的で秘密が
守られるHIV検査およびカウンセリングを提供し
てくれる、若者にやさしい、ジェンダーに配慮し
た保健サービスとの実践的つながりも確立される。
そうすると、HIV／エイズとの闘いは女子教育の
ための闘いと同様に複合的なものとなる。ある面
での進展が他の面での進展と切り離せないのであ
る。

HIV／エイズの影響を受ける子どもたち

サハラ以南のアフリカではエイズで親を失った
子どもが1,100万人いると推定されている（62）。この
ような子どもたちは、学校に通うために必要な拡
大家族の支援を真っ先に失ってしまうことが多い。
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の人数を90％増加させるつもりであ
る。計画どおりに進めば、第４学年
までで学校に行っていない子どもの
人数は、来年には110万人から20万
人近くまで少なくなることが期待さ
れている。

これは、初めて教職に就こうとし
ているドロレスの信念と熱意が全面
的に正しいことを示すに足る進展で
ある。「もちろん、鉛筆や教科書や
学校がもっとたくさんないと、アン
ゴラの子どもたち全員に手を差し伸
べることはできないわ。でも、今は
あるものを活用しなきゃ。そして、
今あるものというのは、子どもたち
に新しいスタートを切らせることが
できるチャンスなんです」

別の種類の緊急事態

ラオスでも、子どもたちに新しい
スタートを切らせるチャンスを、教
師たちが手にしようとしている。
1992年には、また別の種類の緊急事
態が存在していた。小学校の教師の
うち80％は教師としての研修を受け
ておらず、その50％以上は中等教育
を修了していなかったのである。生

徒たちの教育に真剣な熱意を燃やす
教師も多かったが、そのための体制
は充分に整っておらず、給料も安く、
遠隔地の学校では教育条件も厳しか
った。戦時であろうが平時であろう
が変わらずに必要とされるものがあ
る。それは、研修を受けた教師の存
在である。

この必要性に応えるため、教育省
はユニセフの支援を得て革新的な現
職教師研修システムを築き上げた。
これは「教員能力向上プロジェクト」
と呼ばれ、財団法人日本ユニセフ協
会の支援を得てさらに拡大された。
プロジェクトの目的は２つある。第
８学年修了に相当する継続教育を教
師らに提供することと、その指導技
術を向上させることである。

2000年には教員能力向上プロジェ
クトの評価が実施され、ラオスで進
められてきた他のすべての教員研修
との比較が行なわれた。それによる
と、指導技術および教室での実践に
関して最大の効果があったのはこの
プロジェクトの研修だった。教師ら
は、この研修を通じて、子どもにや
さしい方法を一層の自信をもって試
すことができるようになり、第４～

５学年の教科を扱うために必要な教
育を受けることができた。

この研修の成功により、アジア開
発銀行やスウェーデン国際開発協力
庁などの他の開発援助機関は、セー
ブ・ザ・チルドレン連盟やカトリッ
ク救援サービスのような国際的非政
府組織とともに、同プロジェクトを
ラオスのすべての州に拡大した。こ
れまでに7,000人を超える教師が研
修を修了している。ラオスにおける
研修を受けた小学校教師の割合は、
2002年には77％近くまで上昇した。



両親を失った子どもは学校に通う可能性がますま
す低くなる（「図11．親を失った子どもは学校に通
う可能性が低い」参照）。女子は、学校に通えなく
なる可能性が男子よりもさらに高い。病気の親戚
を世話する責任が、女子のほうに一層重くかかっ
てくるためである。多くの家庭では、HIVに関連
した病気とそれにともなう所得喪失により、子ど
もを学校にやることは費用がかかりすぎてほぼ不
可能になる。学校も、多くの教師がHIV／エイズ
で病気になったり死亡したりするために被害を受
ける。ザンビアでは、毎年養成された新任教師の
４分の３近くを、エイズで死亡した教師の代替要
員に充てなければならない。一方マラウイでは、
教師のHIV関連疾病のため、一部の学校で生徒対
教員比が96対１にまで急上昇した（63）。

皮肉なのは、HIV／エイズの蔓延をきっかけと
して進められた教育改革により、そうでなくても
教育の質および子どもの権利のために必要とされ

たであろう措置がまさに導入されることが多い点で
ある。このような改革の例としては、次のようなも
のを挙げることができる。学校の時間割をもっと柔
軟なものにすること。子どもをセクシュアル・ハ
ラスメントから守る責任を学校に負わせること。
レイプや性的虐待から女子を保護する法律の執行。
そして、リスクの高い行動を回避できるように子
どものエンパワーメントを図ることである。

成人のHIV／エイズ感染率が世界最高の国のひ
とつであり、女子の感染率が男子の４倍であるボ
ツワナでは、ジェンダーに配慮したHIV／エイズ
予防戦略を政府が策定・実施しつつある。戦略の
なかには、ジェンダーに配慮した予防クラブの運
営方法に関する、小学校・中学校数百校の教師を
対象とした研修も含まれている。また、６～12歳
の男女の子ども数百人に研修を実施し、予防クラ
ブの他の子どもたちにその知識を伝えることも計
画されている。学校向上プログラムというのは、
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少なくともひとりの親と暮らしている子ども 両親を失った子ども 
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図11．親を失った子どもは学校に通う可能性が低い

出典：ユニセフ（2003年）
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ライフスキル教育を強化するとともに、学校を一
層ジェンダーに配慮した、子どもにやさしい、子
どもの心理社会的ニーズに応えられるものにしよ
うというものである（64）。

ウガンダでは、セクシュアリティ、感情、価値
観との関連でHIV／エイズの問題を取り扱う青少
年向け月刊紙『ストレート・トーク』（率直な話）
が、学校、教会、コミュニティ団体などに配布さ
れている。この新聞の郵送先はウガンダ内外の
3,000カ所にのぼるが、そのうちほぼ半数は中学校
である。ナミビアでは、14～21歳の生徒が、妊娠、
HIV／エイズ感染、有害物質濫用、レイプから身
を守るための方法について同世代に教えるための
研修を受けている。その対象とされている学校で
は、妊娠や中途退学の人数が減ってきたとのこと
である。

保護される環境づくり

教育は、家族に続き、子どもが保護される環境
を形づくるものである。学校は、とりわけ、女子
をはじめとして非常に傷つきやすい立場に置かれ
た子どもたちを保護する強力な力になりうる。害
を受ける可能性のある場から、１日の多くの時間、
子どもたちを物理的に隔離しておけるからだけで
はない。子どもたちが自分の身を守れるよう、ス
キルを学び、情報を集める手助けをしてくれるか
らでもある。教育は依然として、児童労働を防止
し、また主に女子にとっての脅威である子どもの
性的搾取・人身売買との闘いを支援する際に鍵と
なる保護手段である。女子は、学校に通うことに
より、家庭の外で行なわれる搾取的形態の労働に
引きこまれにくくなるし、負担が重くなりすぎか
ねない家事の責任からも遠ざかることができる。
読み書きができるようになった女子や、とくにラ
イフスキルの研修を通じて自信を高めた女子は、
極端な形態の家族間暴力、性的搾取、人身売買の
被害を受けにくくなる。

毎年搾取を受けている数百万人の子どもたちは、
世界がもっとも年若い市民を組織的に守りきれて
いないことを、身をもって証明している存在であ
る。国際労働機関によれば、人身売買を通じて強
制労働や買春に引きこまれる子どもたちは毎年120
万人にのぼると推定される（65）。ユニセフが最近、

サハラ以南のアフリカの25カ国を対象として行
なった世帯調査では、５～14歳の子どもの31％が、
無条件に最悪な、撲滅されるべき形態の児童労働
に従事していることが明らかになった。奴隷制、
人身売買、武力紛争のための強制徴募、売春、ポ
ルノグラフィーなどである。また、９％は有害な
労働、すなわち子どもの福祉を脅かす週43時間以
上の労働に従事していた。調査対象国全体では、
推定で3,100万人の子どもが働いており、2,400万人
が本来禁止されるべき児童労働に従事しており、
700万人が有害な仕事をしている。有害な仕事をし
ているのは、男子よりも女子のほうが多い。１日
４時間以上の家事も考慮にいれられているためで
ある（66）。

つまり、子どもたちは以下の条件が満たされて
はじめて、児童労働、人身売買、性的搾取から自
由になることができる。

●政府が子どもの保護を優先課題に位置づけること。

●メディアや市民社会が子どもに対する差別的な
態度・慣行に異議を申し立て、変革すること。

●法律を定め、信頼できるような形で執行すること。

●教師、保健員、親、そして子どもに接するすべ
ての者が、子どもの虐待をどのように認知して
対応すればよいか知っていること。

●子どもたちに、自分の身を守るために必要な情
報と知識が与えられること。

●虐待の発生を記録し、関心を高めるための充分
なモニター制度が整えられること。

●ジェンダーの平等と女性の権利が確保されるこ
と。

バングラデシュでは、1997年以降、BRACのモデ
ルを活用した支援を受けることが難しい子どもの
ための学校が運営されている。週６日、１日２時
間の授業を行なうこれらの学校には、住み込みの
家事労働者として働いている少女たちのように、
これ以外の方法では基礎教育を受ける機会がまっ
たくないと思われる子どもたちが通っている（67）。
モロッコでは、経済対策計画省の調査（2001年）
によると、およそ２万3,000人の少女が大カサブラ
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ンカ地域でメイドとして雇われており、うち約
60％が15歳未満だった。ユニセフは2001年以降、
地元の非政府組織と提携し、またカサブランカ行
政当局の支持を得て、このような少女たちが教育
と基礎的保健ケアを受けられるよう支援している。
この部門横断型プログラムはまた、こうした少女
たちの生活の厳しい現実を広く知らせることによ
り、問題を根本から根絶することもめざしたもの
である（68）。

緊急事態の子どもたちの援助

教育は、緊急事態においては他の要素が整って
から初めて確保されるぜいたく品ではない。優先
課題として位置づけられ、可能なかぎり早く開始
されるべきものである。女子は緊急事態において
はとりわけ権利を侵害されやすい立場に置かれ、

とくに身体的・性的・心理的虐待から保護されな
ければならない。すなわち、女子と男子の双方が
学び、遊び、心理社会的支援を受けることのでき
る安全な環境が確立されなければならないという
ことである。

目標は、子どもにやさしい空間をつくりあげる
ところにある。これは、1999年、コソボ危機、ト
ルコ大地震、そして東ティモールにおける暴力に
対応するなかで発展した考え方である。それ以降、
この考え方は、ギニア、リベリア、シエラレオネ
など他のいくつかの紛争状況でも「学びの樹イニ
シアチブ」を通じて応用されてきた。そのプログ
ラムには職業訓練、心理社会的支援のための教員
研修、教科書や長椅子の供給が含まれており、ギ
ニアの場合には校舎の建設も付け加えられた。

リベリアでは、「戦争の影響を受けた若者への支
援」プロジェクトが、基礎教育と社会サービスへの
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教育目標の達成に近づく
アフリカの国々
ミレニアム開発目標と万人のための

教育の達成は、これまでになく困難な
ように思われる。しかし、アフリカ諸
国、援助国および国連機関の強力なパ
ートナーシップに基づくアフリカ女子
教育イニシアチブは、そのどちらの面
でも顕著な成果をもたらしてきた。こ
の多国間イニシアチブは、1994年に開始
されて以降、女子と男子の双方が一層
学校にアクセスできるようにすること
をめざしてきたものである。1997年から
2001年にかけて女子の初等教育総就学率
が急上昇した国としては、ギニア
（15％増）、セネガル（12％増）、ベニン
（９％増）がある。これは、初等・中
等・高等教育の全段階の合計総就学率
の世界平均が１％しか上がらなかった
ときの成果である（１）。

もっとも劇的な進展の例のひとつは

チャドで見られた。1996年に同イニシ
アチブが開始されたとき、アフリカ西
部に位置するこの国の課題はとほうも
なく大きく思われた。総就学率は51％
であり、女子就学率に至ってはわずか
37％だったのである（２）。ところが、
最初の２年間だけで第１学年の女子就
学者数は４倍になった。中途退学率は
22％から９％に下がった。女性教師の
人数は36人から787人に増えた。そし
て、同イニシアチブに参加した10地域
の女子純就学率は全国平均よりも18％
高かったのである（３）。

2000年～2001年までには、チャド
のすべての子どもの総就学率は75％
まで上がった。今なお子どもの５人
に１人が５歳未満で死亡しており、
人口の４分の３が安全な水を利用で
きない国としては、めざましい成果

である。今や30年以上に及んだ内戦
に代わって相対的平和の時代が訪れ
たのであり、この革新的なイニシア
チブから得られた教訓を参考にし、
模範的実践を応用することで、教育
に対する子どもの権利を充足させる
道は開けつつある。

援助国の政府の支援は不可欠だっ
た。「グローバル女子教育イニシアチ
ブ」のもとで開始されたアフリカ女子
教育イニシアチブには、当初、カナダ
国際開発庁から資金が提供された。
1996年にはノルウェー政府が最大の援
助国となり、他のパートナーとともに
プログラムの強化を援助した。このイ
ニシアチブが焦点を当てたのは、子ど
もと女性が貧困に直面し、困窮した状
態で生活している地域と、女子の通学
率が最も低い地域である。

アクセスを確保することで、１万人の若きリベリア
人がリーダーとしての可能性を発揮するきっかけづ
くりをめざしている。芸術、スポーツ、レクリエー
ションを募集の糸口に活用するこのプログラムに
は、HIV／エイズ予防や、職業訓練プログラムに参
加する10代の母親の子どもを対象とした乳幼児総合
ケアも含まれるようになっている（69）。

緊急事態の混沌とトラウマのなかにあっても、
子どもたちの権利を最優先することは可能である。
状況によっては、そのことが、これまで満たされ
なかったニーズを満たす機会を開くことさえある。
難民居住地のなかには安全区域を設け、テントま
たは他の仮設住宅をおおまかな円形に配置すると
ともに、真ん中には給水場と遊び場を、外側には
教育（就学前・初等教育）、母親の支援、プライマ
リーヘルスケアと心理社会的支援のための区域を
置く、などである（70）。

子どもにやさしい、ジェンダーに配慮した空間
を設けることによって以下のことが可能になる。

●学齢の子ども全員がそれぞれの通学サイクルを
続けること。

●親が、子どもは安全な環境でケアされていると
安心して、自分自身の活動を行なうこと。

●若い母親が乳児と２人だけの時間を過ごし、子
どもの健康的な発達のために必要なカウンセリ
ングを受けること。

●母親と若い女性が自分自身の教育を続けること。

●若者が、子どもたちにサービスを提供する存在
として研修を受けること。
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数十年に及ぶ内戦で荒廃したスーダン南部では、
紛争の終結を待つことは数世代の子どもたちの権
利をないがしろにすることである。ユニセフは、
スーダン人民解放運動／軍の支配地域でこの勢力
と協力しながら、子どもたちの悲惨な教育状況に対
応しようと試みている。南部スーダンでは初等教
育相当年齢の子どものわずか15％しか学校に行っ
ておらず、女子はそのうち４分の１を占めるにす
ぎない。小学校も半ばを過ぎるころには女子はほ
とんど学校に残っておらず、同地域の主要な中学
校であるルンベク校には女子生徒がたったひとり
いるだけである。南部スーダンの教師8,000人のう
ち女性は560人、わずか７％にすぎない（71）。

コミュニティにとっての利益

学校に通う女子を増やすための努力は、コミュ

ニティ全体の発展にとっても利益になる。たとえ
ば、貧困家庭がどの子を学校に行かせてやれるか
という選択を余儀なくされた場合、往々にして女
子が取り残されてしまうことはずっと認識されて
きた。しかし、教育をきっかけとした措置を通じ、
世帯所得を増やすことによってこの格差に対応す
ることをめざせば、家族全体と地域コミュニティ
にとって利益になる。新たな所得が母親のほうに
回されればなおさらである。母親は父親よりも、
子どもや家族のニーズにお金を回す可能性が高い
からである（72）。

同様に、女子は栄養状態の悪さから一層大き
な被害を受ける傾向にある。資源の乏しい家庭
では、女子は男子よりもかなり少ない食べ物し
か与えられないことが多い。そのため、学校給
食プログラムから女子が利益を受ける度合いは
男子よりもはるかに大きいのである。マラウイ
の学校給食プログラムは、女子を学校に通わせ

このイニシアチブは、女子教育の
課題に特有な性質に応じた政策とプ
ログラムの策定の面で各国を援助
し、それが成功したことによりさら
なる資金が集まった。ノルウェー外
務省が1996年～2005年の期間を対象
として4,500万ドル以上の資金を投資
したことにより、アフリカ女子教育
イニシアチブのもとで進められてき
たパイロット・プログラムの規模は
拡大し、サハラ以南のアフリカ全域
の34カ国で、政府が進める万人のた
めの教育に向けた動きの不可欠な一
翼を担うことになった。デンマーク、
フランス、ドイツ、日本といった
国々の政府も、多くの機関（４）と同
様、同イニシアチブの女子教育プロ
グラムに資金を拠出してきた。これ
により、2001年には同イニシアチブ
を新たに16カ国を対象として拡大す
ることが可能になり、当初の対象国
18カ国で積み上げられてきた最近の
経験や模範的実践を活用する機会が
生じている。

模範的実践の応用

チャドで、またアフリカ女子教育
イニシアチブの対象国全体で進めら
れてきた活動のなかでももっとも波

及効果が高いもののひとつは、女子
を学校に入れ、教育を修了させるう
えでうまくいった方法を体系的に振
り返り、模範的実践を他国で応用し
てきたことである。チャドは、教育
に関わる前向きな傾向を強化するた
め、複式制学級を採用する教育に関
する「エスクエラ・ヌエバ」（新し
い学校）のアプローチを応用した。
これは1970年代にコロンビアで発展
し、それ以降ラテンアメリカやアフ
リカの他の国々で広く応用されてき
たアプローチである。このアプロー
チを活用することにより、学習はコ
ミュニティの具体的ニーズに直接関
連したものとなる。このアプローチ
は柔軟性に富み、生徒は自分なりの
ペースで学ぶことが可能である。そ
の結果、留年率や中途退学率は低く
なる見込みがあり、お金を節約でき
るのみならず、子どもたちが初等教
育を修了する可能性を高めることに
もつながる。

女子教育について知られていること
の多くは、チャドのように、アフリカ
で得られた教訓に基づくものであ
る。「万人のための教育」の目標に対
してアフリカの34カ国がコミットメン
トを示していること、そしてドナー諸

国の政府がひとつのアイデアにこのう
えなく良いタイミングで積極的投資を
行なったことで、数万人の少女たちの
生活が、そしてその家族の生活がめざ
ましく変わることになった。

資金

アフリカ女子教育イニシアチブに対
するドナー諸国による支援と国内の
パートナーはともに、開発目標を手の
届く位置まで引き寄せることに多大な
貢献を行なってきた。しかし、これら
の目標を達成するためには、ここ数年
の間にアフリカで尋常ならざる進展が
見られなければならない。最近の推定
によると、進展のペースが速まらなけ
れば、サハラ以南のアフリカが初等教
育の完全普及を達成するには2129年ま
でかかるとされている（５）。

同イニシアチブに対するドナーの支
援は、初等教育の完全普及の達成に向
けた多くの資金拠出のひとつにすぎな
い。それは、ひとつの国というよりも、
排除された子どもたちの主要なグルー
プのひとつ―女子―に焦点を当てた
ものである。他の多くの資金拠出は、
ジェンダーの問題を考慮することなく、
特定の国に対して提供されている。こ
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続けるうえでとくに重要な要因と考えられてお
り、現在８つの地区で約16万人の子どもたちを
対象としている。このようなプログラムは、健
康的な食習慣に関するメッセージを添えること
ともあいまって、家庭内での食習慣改善のきっ
かけともなり、コミュニティ全体の健康と福祉
を向上させることにつながりうる。

安全な水と衛生設備も、教育に「ジェンダーの
レンズ」が適用されればコミュニティ全体が利益
を得られる、もうひとつの主要分野である。安全
な水や男女別のトイレがないことは、女子がまっ
たく学校に行かなかったり、とくに思春期を迎え
て学校を中途退学することの大きな原因となりう
る。そのため、充分な衛生設備を用意することは
女子教育プログラムのなかで非常に高い優先課題
とされてきた。そうすると、学校に通う女子を増
やすためのとりくみが、遠くにある汚い水源でな
んとかしてきた地域コミュニティや、衛生設備が
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れは、ときとして、女子就学率が最低で
ジェンダー格差が最大の国がドナーから
資金を提供してもらえないということで
ある。

ノルウェー政府は、フィンランドやス
ウェーデンの政府とともに、女子教育に
関係している機関に率先して「分野別」
資金を提供している。このような支援は、
いずれかひとつの国ではなく、ジェン
ダーの対等な地位という目標と万人のた
めの教育を対象とするものである。これ
により、長期計画を容易にする柔軟性が
得られる。それは、「子どもにふさわし
い世界」の創造と、ミレニアム開発目標
のなかでももっとも緊急の目標、すなわ
ち2005年までに教育におけるジェンダー
の同等の地位を達成することに向けて各
国が進んでいくために、必要不可欠なこ
となのである。

まったくなかった地域コミュニティの生活の質を
変容させることにつながりうるのである。

たとえば、ラオスでは、水と衛生設備にアクセ
スできないことが大きな要因となって、出席や学
習に悪影響が及んでいる。全国の女子の５分の１
以上が就学しておらず、一部地域では未就学率が
50％を超えるほどである。問題は学校に設備がな
いということだけではなく、コミュニティそのも
のに設備がないところにある。健康でない子ども
は本来のペースで学校に通うことができず、学校
に行ったとしてもそれほど効果的な学習はできな
い。寄生虫の感染によって栄養を消費され、その
ため栄養不良や発達遅滞が悪化することはラオス
ではとりわけ大きな問題であり、地域によっては
子どもの62％がその影響を受けている。加えて、
水を汲みに行くという家事は主に女子の仕事とい
うことになっており、１日に２時間もその仕事に
費やして、その過程で１日のカロリー摂取量の３
分の１までを消費してしまうという場合もある。
なんとか学校に行っている女子も、教師から水を
汲みに行かされて学習がさらに滞ってしまうこと
がある。

この問題に対応するため、保健教育省は、遠隔
地にある貧しい８州の小学校とそのまわりのコミ
ュニティに焦点を当ててきた。学校とそのまわり
の村に新しい給水場とトイレを建設する。寄生虫
駆除活動を実施する。衛生教育キャンペーンを開
始し、教師だけではなく子どもたちも動員してコ
ミュニティのなかで衛生推進活動を担ってもらう。
このプロジェクトは300校の生徒７万人を対象とし
ており、350カ所あるコミュニティの１万8,000世
帯が安全な水と衛生設備にアクセスできるように
する予定である。

１．UNDP Human Development Reports 1999 and 2003
〔1999年版邦訳／国連開発計画『グローバリゼーシ
ョンと人間開発　UNDP人間開発報告書』国際協力
出版会、1999年〕.

２．ユニセフ・チャド提供の情報（2003年）。
３．同上。
４．たとえば、アフリカ開発銀行、ベルナール・バン・

レール財団、CIDA（カナダ国際開発庁）、フランス
のNGO「デベロップマン・イニチアチブ」、オック
スファム、英国国際開発省、国連開発計画、ユネス
コ、USAID（米国国際開発庁）、世界銀行、世界保
健機関など。

５．UNDP Human Development Reports 2003



ミレニアム開発目標

妊産婦の健康を増進させるためには、２
つの目標―初等教育の完全普及、ジェン
ダーの平等の促進と女性のエンパワーメ
ント―が決定的に重要である。教育は、
母親とその子どもにとっての良薬なので
ある。 
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